




 
 

   

2018 年 4 ⽉ 24 ⽇ 

 

東京都中央区⽇本橋室町２−４−３ 

⽇本橋室町野村ビル 

株式会社新⽣銀⾏ 

代表取締役 ⼯藤 英之 様 

 
 

関係各位 

 

貴⾏が 2018 年 4 ⽉ 23 ⽇付けで発表した「譲渡制限付株式報酬制度の導⼊に関するお知らせ」（以下、

「貴⾏提案」といいます。）に関して、以下のとおりご連絡します。 

 

1. 弊ファンドは、2018 年 4 ⽉ 16 ⽇付で貴⾏に対して株主提案権を⾏使し、譲渡制限付株式報酬の導

⼊の議案を 2018 年 6 ⽉開催予定の貴⾏の定時株主総会（以下、「本定時株主総会」といいます。）に

付議することを会議の⽬的とし、かつ、同議案の要領を本定時株主総会にかかる株主総会招集通知に記載

することを請求しました（以下「弊ファンド提案」といいます。）。 

 

2. 貴⾏提案は、平成 27 年 6 ⽉ 17 ⽇開催の第 15 期定時株主総会において承認された取締役の報酬

額の枠内（以下、「現⾏取締役報酬限度枠」といいます。）において譲渡制限付株式の交付を⽬的とした

報酬（以下、「譲渡制限付株式報酬」といいます。）を⽀給することとしているのに対し、弊ファンド提案は、

現⾏の取締役報酬に追加して譲渡制限付株式報酬を導⼊することを提案するものですので、貴⾏提案と弊

ファンド提案は、その位置付け（現⾏取締役報酬限度枠の枠内か否か）及び⾦額規模において異なるもの

です。 

 

3. しかしながら、弊ファンド提案は、現⾏取締役報酬限度枠の枠外で譲渡制限付株式報酬を⽀給しつ

つ、現⾏取締役報酬限度枠の中でも同様の報酬を⽀給することを禁⽌する趣旨ではございません。 

 



 
 
 

   

4. 貴⾏提案についても、発表された概要を拝⾒する限り、弊ファンド提案のように現⾏取締役報酬限度枠

の枠外でも譲渡制限付株式報酬を⽀給することを禁⽌する趣旨は含まれていないものと思われます。 

 

5. 従って、貴⾏提案及び弊ファンド提案は、その内容は異なるものの論理的には両⽴するものです。また、

両提案は、それぞれ企図する⽬的は取締役に企業価値の持続的な向上に向けたインセンティブを与えるとい

う点において共通しており、株主としては、両⽅の提案に賛成するということも選択肢として⼗分にありうるもの

と考えます。この点、株主に無⽤の混乱を招くことのないよう、本定時株主総会にかかる株主総会招集通知

において明確にしていただくよう、ここに要請いたします。 

 

 

   

ダルトン・インベストメンツ・エルエルシー 

 

 
 

_________________ 

James B. Rosenwald III 
マネジング・メンバー 

 

 
 


